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米国金融政策（2025年7月FOMC）
5会合連続で政策金利の据え置きを決定

1/1

2025年7月31日

データ次第ながらも、9月利下げに向けた示唆は得られず

FRB（米国連邦準備制度理事会）は7月29日～30日（現地）にFOMC（米国連邦公開市場委員会）を開

催し、政策金利であるFF（フェデラル・ファンド）金利の誘導目標レンジを4.25～4.50％で据え置くこ

とを決定しました。また、保有証券の縮小ペースは国債で月額50億米ドル、住宅ローン担保証券で月額

350億米ドルを維持しました。FRB理事2名が政策金利の決定に反対しましたが、これは1993年以来です。

声明文では「経済見通しを巡る不透明感は依然高い」とした上で、「2つの使命（物価安定と雇用最大

化）に対する両側のリスクに注意を払っている」との文言が維持されました。パウエルFRB議長は「景気

抑制的な政策が現在の経済活動を不適切に妨げているような状況にない」と述べるとともに、「インフレ

のほうが雇用より目標から遠い」と指摘しました。また、「9月FOMCについて何ら決定していない」と付

け加え、利下げ再開に向けた姿勢が特に強まっている様子は窺えませんでした。

データ次第との政策スタンスに変化はないものの、インフレ抑制を優先する姿勢に大きな変化がなかっ

たことから市場ではタカ派的と受け止められました。FOMC後は金利上昇・米ドル高・株安の反応となり、

FF金利先物での9月利下げ期待はFOMC前の68％から47％へと低下しました。米国は日欧と通商合意に至

るなど通商政策の着地点が徐々に明らかになる中、目先は関税が実体経済に及ぼす影響度合いに注目が集

まります。政策調整時期を柔軟に探る段階にあり、9月利下げの有無は雇用・物価指標次第と言えます。

コアPCEデフレーターと失業率FF金利と米国債利回り

（出所）ブルームバーグ

※FF金利は決定日ベースで誘導目標レンジの中心値

（2022年1月初～2025年7月30日）（％） （前年同月比、％）

※FF金利は決定日ベースで誘導目標レンジの中心値

SOFRは担保付翌日物調達金利の略 （出所）ブルームバーグ

（2017年1月～2025年6月）（％）
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コアPCEデフレーター：左軸 失業率：右軸
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